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先進技術開発支援事業費助成金交付要綱 

 

 

（趣旨）  

第１条 公益財団法人にいがた産業創造機構理事長（以下「理事長」という。）

は、ロボットや高度ITを活用した付加価値の高いビジネスモデルの創出及び

関連産業への県内企業の参入促進を図るため、高度IT、ロボット等を活用し

たシステムやロボット本体、周辺機器の試作開発等に向けた取組（以下「助

成事業」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内において助成金を交

付する。その交付に関しては、公益財団法人にいがた産業創造機構助成金等

交付要綱（平成15年４月１日制定。以下「機構要綱」という。）に定めるも

ののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（交付基準） 

第２条 この助成金は、予算の範囲内において、別記に定める基準により交付

するものとする。ただし、別記に定める助成対象者となる事業者は、次の各

号のいずれかに該当する者を除く。  

 （１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 （２） 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 （３） 役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これ

らと同等の責任を有する者をいい、法人以外の団体である場合は代表者、理事

その他これらと同等の責任を有する者をいう。）が暴力団員である者、又は暴

力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者 

 （４） 自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的

又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している

者 

 （５） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接

的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

 （６） 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 

 （７） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

 

（交付の条件）  

第３条 この助成金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付する。 

（１） この助成金とは別に、国、新潟県又は公益財団法人にいがた産業創造機

構（以下「機構」という。）から助成金等が支出されている事業でないこ

と。 

（２） 経費の配分の変更（第８条に定める軽微な変更を除く。）をする場合に

は、理事長の承認を受けること。 

 （３） 事業の内容の変更をする場合には、理事長の承認を受けること。 

 （４） 助成事業を中止し、又は廃止する場合には、理事長の承認を受けること。 

 （５） 助成事業が完了予定日までに完了しないと見込まれる場合又は助成事
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業の遂行が困難となった場合には、速やかに理事長に報告してその指示を

受けること。 

 （６） この助成金により取得した資材・機材等を事業の完了によって処分した

場合において相当の収入があったときは、その収入の一部を機構に納付させ

ることがあること。 

 （７） この助成金により取得し、又は効用の増加した財産を理事長の承認を受

けて処分した場合において相当の収入があったときは、その収入の全部又

はその一部を機構に納付させることがあること。 

 （８） この助成金により取得し、又は効用の増加した財産及び資材・機材等

は、助成事業の完了後も善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、

その効率的な運用を図らなければならないこと。 

 （９） 助成事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及

びその証拠書類を助成事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年

間保存しなければならないこと。 

 （10） 助成事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行わなければなら

ないこと。 

 （11） 助成事業完了後も事業化の状況などを２年間報告しなければならない

こと。 

 

（交付申請書）  

第４条 助成金の交付の申請をしようとする者は、別記第１号様式の交付申請

書を理事長に提出すること。また、交付決定額の変更を申請しようとする場合

は、別記第２号様式によるものとする。  

２ 前項の助成金の申請をするに当たって、当該助成金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額（助成対象経費に含まれる消費税及び地方消費税

相当額のうち、所得税法及び消費税法の一部を改正する法律（平成６年法律

第109号）及び地方税法の一部を改正する法律（平成６年法律第111号）の規

定により仕入れに係る消費税額及び地方消費税額として控除できる部分の金

額に助成率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しな

ければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。  

 

（交付決定における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の取扱い）  

第５条 理事長は、前条第２項により助成金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これ

を審査し、適当と認めた時は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額を減額するものとする。  

２ 理事長は、前条第２項ただし書きによる交付の申請がなされたものについ

ては、助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、助

成金の額の確定において減額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決

定を行うものとする。  
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（交付の決定）  

第６条 理事長は、第４条第１項に基づき交付申請書の提出があったときは、

助成金交付の可否及び交付決定額を決定のうえ、申請者に通知する。 

 

（変更の承認申請）  

第７条 助成金の交付決定を受けた者（以下「助成事業者」という。）は、第

３条第２号又は第３号の規定により理事長の承認を受けようとする場合には、

あらかじめ別記第２号様式による変更承認申請書を理事長に提出すること。 

 

（軽微な変更の範囲）  

第８条 第３条第２号に規定する経費の配分に係る軽微な変更は、別記に掲げ

る助成対象経費の経費区分欄に掲げる各経費相互間のいずれか低い額の20パ

ーセント以内の配分変更とする。 

 

（事業の中止又は廃止の承認申請）  

第９条 助成事業者は、第３条第４号の規定により理事長の承認を受けようと

する場合には、別記第３号様式による事業中止（廃止）承認申請書を理事長

に提出すること。  

 

（事業が完了予定日に完了しないと見込まれる場合等の報告）  

第10条 第３条第５号の規定により理事長の指示を求める場合には、速やかに

別記第４号様式による助成事業遅延等報告書を理事長に提出しなければなら

ない。  

 

（申請の取下げ）  

第11条 機構要綱第７条の規定による期日は、助成金の交付決定の通知を受け

た日から起算して15日を経過した日とする。  

 

（状況報告）  

第12条 助成事業者は、理事長から助成事業の遂行状況の報告を求められたと

きは、別記第５号様式による助成事業遂行状況報告書を理事長に提出しなけ

ればならない。  

 

（実績報告書）  

第13条 助成事業者は、別記第６号様式の実績報告書を、助成事業が完了した

とき又は第３条第４号の規定により助成事業の廃止の承認を受けたときは、

その日から20日以内又は当該年度の３月５日のいずれか早い日までに理事長

に提出しなければならない。ただし、理事長が特に必要があり、かつ、予算

の執行上支障がないと認めるときは、この期日を繰り下げることがある。  

２ 前項の実績報告を行うに当たって、助成金に係る消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額を減額して報告しなければならない。 
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（助成金の支払）  

第14条 助成金は、機構要綱第13条の規定による額の確定後に支払うものとす

る。  

２ 助成金の支払を受けようとする者は、別記第７号様式による請求書を理事

長に提出しなければならない。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う助成金の返還）  

第15条 助成金の支払後に消費税の申告により助成金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、別記第８号様式により速やか

に理事長に報告しなければならない。  

２ 理事長は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額の全額又は一部の返還を命ずる。  

 

（取得財産の処分の制限）  

第16条 機構要綱第19条第４号及び第５号に規定する理事長が定める財産は、

この助成金により取得し、又は効用の増加した財産で、その取得価格又は効

用の増加価格が１件50万円以上のものとする。  

２ 機構要綱第19条ただし書に規定する理事長が定める期間は、助成事業等に

より取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（昭和53年８月通商産

業省告示第360号）の別表の一の項に定める処分制限期間とする。  

３ 機構要綱第19条の規定による理事長の承認を受けようとする場合には、あ

らかじめ別記第９号様式を理事長に提出しなければならない。  

 

（事業化等の状況報告） 

第17条 第３条第11項の規定による事業化等の状況報告は、別記第10号様式のとおり

とし、助成事業の完了した年度の終了から１年経過毎に２年間、４月20日までに理

事長に提出しなければならない。 

 

（開発推進会議） 

第18条 助成事業者は、機構が設置する開発推進会議に参加し、機構が配置す

るコーディネーター及び助成事業の関係者と協力し意見交換や進捗管理等を

行い、より効果的かつ効率的な試作開発に努めなければならない。 

 

（成果の発表） 

第19条 機構は、助成事業者に対し、必要に応じて成果等の発表を求めること

ができる。 

 

附則  

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 
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別記 交付基準 

 
 

【助成対象者】 

新潟県内に事業所を置く事業者であり、主たる開発を県内で実施できる者 

 

【助成対象事業・助成率等】 

内  容 助成率 助成限度額 

ロボット本体、周辺機器等の試作開発 
1/2以内 250万円/件 

高度IT、ロボット等を活用したシステムの試作開発 

※１ 「ロボット」とは、センサー、知能・制御系、駆動系の３つの要素技術を有する、知能化し

た機械システムとする。 

※２ 「ロボット本体、周辺機器等」とは、ロボットそのものやロボットを構成する部品、※１に

掲げる３つの要素技術、接続する機器（通信の接続を含む）とする。 

※３ 「高度IT」とは、AI、IoT、ビッグデータ分析等、最新の情報技術とする。 

※４ 「ロボット等を活用したシステム」とは、ロボットの制御システムやユーザーインターフェ

ースとなるアプリケーションなどロボット専用のシステムとする。 

 

【助成対象経費】 

経 費 区 分 内  容 

人件費 
助成事業に従事する者の直接作業時間に対して支払われる
人件費（給与その他手当て） 

謝 金 専門家謝金（アドバイザー謝金等） 

旅 費 専門家旅費、職員旅費（情報収集、調査研究のためのもの） 

研究開発費 
原材料費、外注費、コンサルタント料、機械装置等リース
料、委託料 等 

調査分析費 マーケティング調査費、モニター調査分析費 等 

雑 費 通信運搬費、資料購入費、印刷製本費、雑役務費 等 

その他特に必要 
と認める経費 

内容については、事前に協議すること 

※事業実施に係る不動産、機械装置等の購入費は、助成対象外とする。 

※機械装置等リース料については、交付決定日以降の新規リース又は新規レンタル契約における、 

 助成事業実施期間内に支払いの完了したリース料又はレンタル料相当額のみが助成対象経費と  

なる。 

 

【助成事業の実施期間】 

  交付決定日から翌年の２月末まで 

 


